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主要野菜の生産量及び消費量低下の要因分析 

６班 日下航 張郁涵 中川雄太郎 星野翔大 

（指導教員 イリチュ美佳） 

１ はじめに 

 野菜は、豊富な栄養素が含まれ、ビタミン、ミネラル等

の供給源であり、健康な生活を送る上で重要である。しか

し、日本の野菜生産量、消費量は近年減少している。消費

量では、若年層を中心に、健康の観点から定められた摂取

目標量である１人１日当たり 350ｇを大きく下まわって

いる[5]。生産量では、図 1 に示すように、野菜の作付面

積・出荷量のいずれも、近年減少傾向であることが分かる。

データは、農林水産省の作況調査[1]から得た。この図に

おいて、横軸の H は平成を示す。 

 

 

図 1 野菜の作付面積・出荷量の推移[1] 

 

図２に、主要野菜における生産水準の推移を示す。デー

タは農林水産省の平成 24 年度食料・農業・農村白書[2]

から得たものである。この図は、平成 12 年における各野

菜の生産量を 100 とした生産量の推移を示しており、ほ

とんどの野菜について、生産水準が減少傾向にあること

がわかる。野菜の生産量減少の要因の一つに、農業人口の

減少が考えられる。図 3 に、販売農家戸数の推移を示す。

データは農林水産省の農家に関する統計[3]から得たも

のである。販売農家とは、経営耕地面積が 30a 以上又は

農産物販売金額が 50 万円以上の農家を指す。販売農家戸

数は線形的に減少しており、野菜の生産量減少に影響を 

 

与えていることが示唆される。 

図４に、野菜の主要品目別１人当り年間購入量の推移

を示す。データは総務省統計局の家計調査[4]から得たも

のである。キャベツ、たまねぎなどは増加傾向にある一方

で、だいこんやばれいしょといった野菜は減少傾向にあ

ることがわかる。 

 

 

図 2 主要野菜における生産水準の推移[2] 

 

 

図 3 販売農家戸数推移[3] 
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図４ 野菜の主要品目別１人当たり 

年間購入量の推移[4] 

 

このような状況について、野菜における生産動向と消

費動向の状況を把握したうえで、現存する問題点を明確

にすることが求められている。また、この状況を正しく把

握するためには、様々な観点から減少の要因を明らかに

する必要がある。 

そこで、本研究では、複数の観点から野菜の生産、消費

に関わる指標を用いて分析し、野菜の生産量、消費量の減

少に影響する要因を明らかにすることを目的とする。特

に、図 2 に示す生産水準や図４に示す購入量の推移で減

少の傾向が顕著であるだいこんを取り上げ、生産量と消

費量の減少要因の分析を行う。なお、だいこんの生産水準

の低下については平成 24 年度 食料・農業・農村白書[2]

でも研究がなされており、それによれば、漬物の消費量の

低下が一因であるとしている。 

 

２ 分析と結果 

 2.1 節では、日本全体のだいこんに関する種々のデータ

と高齢世帯や輸入量などのデータを用いて相関分析を行

い、各種変数間の関連性を調査した結果について述べる。 

 2.2 節ではだいこんの卸売数量に対し、クラスタリング

を行い、卸売数量の傾向の似た都道府県を抽出するよう

に分類した結果を基に、各クラスター内の都道府県につ

いて、11 年間における卸売数量の平均を各月ごとに求め、

スペクトル解析を行った結果について述べる。 

 2.3 節では、だいこんの消費地別の卸売数量に着目し、

因子分析を行い、因子得点から生産地を分類することで、

生産量の減少傾向における地域的な偏りについての要因

を考察した結果について説明する。 

なお、本研究で使用したデータは、青果物卸売市場調査

[6]と作況調査[1]によるデータである。青果物卸売市場調

査は、全国の主要な青果物卸売市場における青果物の卸

売数量及び卸売価格を調査したものである。また、作況調

査は野菜の生産・出荷量を調査したものである。 

 

２．１ 相関分析 

だいこんの生産量や消費量と様々な変数との関連性を

調査するため、相関分析を行った。この際の変数は、だい

こん作付面積、収穫量、出荷量[1]、だいこん輸入額、輸

入量[7]、65 歳以上の者のいる世帯数及び構成割合[8]、

外食率、食の外部化率[9]、サラリーマン(従業員 10 人以

上の企業や役所の一般労働者)年収[10]、2015 年を 100 と

した消費者物価指数[11]、だいこんの卸売数量、価額、価

格[6]の 2005 年から 2015 年までの１年ごとのデータを

用いた。相関分析は、Microsoft Excel のデータ分析を用

いた。 

この結果、生産量や世帯、食の外部化、卸売に関する項

目は、互いに相関係数が大きい傾向にあることが分かっ

た。しかし、生産量や世帯、食の外部化、卸売に関する項

目と輸入に関する項目との相関係数は、比較的、小さい傾

向にあることが分かった。 

購入金額と他のすべての項目との相関係数を見ると、

最も相関係数が大きい項目でも 0.58 であり、購入金額と

今回用いたデータとの相関が比較的弱いことが分かった。 

購入数量を見ると、輸入量や輸入額、卸売価格、購入金

額との相関係数が比較的小さく、生産量との相関係数が

大きい傾向であった。よって、購入数量が消費量とおおむ

ね同等であると考えると、消費量と生産量とは相関が強

いが、消費量はだいこんの金額との相関が比較的弱いこ

とが分かった。 

 

２．２ スペクトル解析 

本節では、青果物卸売市場調査の 2003 年から 2016 年

のデータ[6]を用いる。年間の卸売数量の傾向推移を調べ
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るため、都道府県ごとに各月での平均値を求め、さらに平

均 0、分散 1 となるよう正規化した。 

このデータをクラスター数を 3 とし、k-means 法で分

類した結果を図 5 に示し、その時のクラスター中心を図 

6 に示す。この際のクラスター数は、事前に階層的クラス

タリングなどを行い、その結果からクラスター数を 3 と

するのが妥当であると考えた。k-means 法は Python のパ

ッケージの sklearn.cluster の KMeans を用いた。 

図 6 を見ると、クラスター1 は年間を通して生産量の

変動が少ない都道府県を示すことがわかる。クラスター2、

3 には生産量が多い都道府県が属している。クラスター2

はそのなかでも冬季、及び春季に生産量の多い都道府県

であり、クラスター3 は夏季に生産量が多い都道府県とし

て分類されたことがわかる。 

 

 

図 5 だいこんの卸売数量分類結果 

 

図 6 だいこんの卸売数量クラスター中心 

 

次に、各クラスターに分類された都道府県の 2003 年か

ら 2016 年までの各月の卸売数量の平均に対して、スペク

トル解析を行った。図 7～図 9 は、各クラスターの結果を

示し、各図の左側に、各月の卸売数量の平均、それに対し

てスペクトル解析を行った結果を右側に示す。図 7 はク

ラスター１の結果、図 8 はクラスター２、図 9 はクラス

ター３の結果、図 10 は全都道府県の平均の結果を示す。

スペクトル解析はPython3.6の numpyにおけるフーリエ

変換の関数を用いた。 

図 7～図 9 を見ると周波数が 1、つまり、1 年周期であ

ることがわかる。よって、だいこんの卸売数量の傾向の似

た都道府県のだいこんの卸売数量の平均には季節性など

が関係していると考えられる。 

また図 10 を見ると、周波数が 1 だけでなく 2 の成分も

みられる。このことから、都道府県ごとでは卸売数量のピ

ークは１年周期であるが、日本全体のだいこんの卸売数

量は半年ごとにピークが出現することがわかる。 

 

図 7 クラスター1 のスペクトル解析の結果 

 

図 8 クラスター2 のスペクトル解析の結果 

 

図 9 クラスター3 のスペクトル解析の結果 
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図 10 全体平均のスペクトル解析の結果 

 

２．４ 因子分析及び階層的クラスター分析  

による各生産地の性質の分析 

 

まず青果物卸売市場調査[6]のデータを用いて、因子分

析を行った。本節では卸売量のみを用い、観測対象数は各

都道府県であるため 47 であり、また変数は、主要な市場

となる「北海道」「東北」「関東」「北陸」「東海」「近畿」

「中国」「四国」「九州」の 9 つの地域とする。また一つの

市場に対する各都道府県の卸売量の平均が 0、分散が 1 と

なるよう正規化を行った。 

因子分析における因子数の決定には、1.0 以上の固有値

の数を因子数とするガットマン基準[13]を用い、因子数

は 2 とした。また推定法として最尤法を用い、回転法に

はプロマックス回転を用いた。分析は統計ソフトの R の

factanal 関数を用いて行った。分析結果の詳細を以下の表

１、表２に示し、図 11、図 12 に各共通因子の因子負荷

のヒストグラムを示す。 

 

表１ 因子寄与と因子間相関 

 

 

表２ 因子分析の共通性 

 

 

図 11 第１因子の因子負荷 

 

図 12 第２因子の因子負荷 

 

表 1 に示す通り、累積寄与率は 0.596、因子間相関が

0.432 となった。第１因子は寄与率が 30.4%である。図 11

より、「東北」「関東」「北陸」「東海」に大きな正の負荷量

を有し、また「中国」「九州」には負の負荷量を有する。

表 1 より、第 2 因子は寄与率が 29.3%である。図 12 よ

り、「近畿」「中国」「四国」「九州」に大きい正の負荷量を

有し、「東北」「関東」に負の負荷量を有する。このことか

ら第１因子は主に東日本への卸売数量、第 2 因子は西日

本への卸売数量を現す因子と解釈される。 

次に因子得点の算出を行う。上記と同様に factanal 関

数を用いて、Bartlett 法[13]によって推定を行うことで算

出した。算出した因子得点の散布図を以下の図 13 に示す。

また因子得点を用いて、最長距離法による階層的クラス

ター分析を行った。その結果の樹形図を図 14 に示す。こ

の分析には R の hclust 関数を用いた。 

第１因子 第２因子

因子寄与 2.732 2.633

因子寄与率 0.304 0.293

累積寄与率 0.304 0.596

因子間相関 0.432

北海道 東北 関東 北陸 東海

0.47 0.433 0.751 0.693 0.595

近畿 中国 四国 九州

0.995 0.721 0.388 0.284
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図 13 因子得点の散布図 

 

図 14 階層的クラスター分析による樹形図 

 

前述の共通因子の解釈から図 13 では、第１因子が大き

いほど東日本への卸売数量が多く、第２因子が大きいほ

ど西日本への卸売数量が多い傾向があるといえる。階層

的クラスター分析の結果から、クラスター数を４とした

ときの分類結果を図 15 に示す。 

 

図 15 階層的クラスター分析による因子得点を用いた 

生産地の分類 

分類結果は前述の共通因子の解釈から、生産地の特性

として東日本、西日本への卸売数量がともに多いクラス

ター1、東日本への卸売数量は少ないが、西日本への卸売

数量は多いクラスター2、東日本への卸売数量は多いが、

西日本への卸売数量は少ないクラスター3、東日本、西日

本への卸売数量がともに少ないクラスター4 と解釈でき

る。 

 上記で得られた４つのクラスターの解釈をさらに進め

るため、作況調査[1]の平成 15 年から平成 28 年の年間だ

いこん出荷量のデータを用いて、各クラスターの分析を

行う。ただし平成 16、26、27 年のデータには欠損値が含

まれているため、分析対象から外すこととした。まず図 15

の 4 つのクラスターのそれぞれに含まれている都道府県

の各年の出荷量の和を算出し、各クラスターの出荷量と

し、さらに平均が 0、分散が 1 となるよう正規化を行っ

た。つぎに出荷量の変化の傾向を掴むため、各クラスター

の出荷量から、区間を 3 年とした単純移動平均を算出し

た。算出した移動平均を図 16 に示す。 

 

 

図 16 各クラスターの出荷量総数の単純移動平均 

 

 図 16 を見ると、クラスター1、3、4 が減少傾向である

ことに対し、クラスター2 では増加傾向があると読み取る

ことができる。これは出荷量の減少傾向に地域的な偏り

があることを示している。またクラスター1、3、4 に含ま

れる地域では出荷量が減少傾向であり、クラスター2 に含

まれる地域は増加傾向であることがわかる。 

以上より、それぞれの生産地により減少傾向に差がみ

られることがわかった。また減少傾向のある生産地とし

て、東日本、西日本への卸売数量がともに多い生産地と、
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東日本、西日本への卸売数量がともに比較的少ない生産

地、また東日本への卸売数量は少ないが、西日本への卸売

数量が多いという生産地であることが推察できた。一方

で、東日本への卸売数量は多いが、西日本への卸売数量は

少ないという生産地では出荷量の増加傾向がみられた。 

 

３ 結論 

野菜の生産量、消費量に影響する要因を明らかにする

ことを目的として研究を進めた。 

各種の分析から、次の事がわかった。 

相関分析により、だいこんの消費量と生産量や輸入量、

65 歳以上の者のいる世帯、消費者物価指数は互い委に相

関が強い傾向にあるが、それらと輸入との相関が弱い傾

向にあることが分かった。 

k-means 法によりだいこんの出荷時期によって、だい

こんの生産地を夏季に出荷する生産地と冬季に出荷する

生産地に分類できた。またスペクトル解析から卸売数量

は 1 年周期で変化しており、同じ周期を持つ季節性との

関係が推察された。 

卸売数量の因子分析から、２つの共通因子が抽出され、

それぞれ東日本への出荷、西日本への出荷の傾向と解釈

された。2 因子の因子得点を基に、階層的クラスター分析

を用いて生産地を分類し、この結果から卸売の出荷先の

傾向が、近年の出荷量の減少に関係していると考えるこ

とができた。 

今後の課題として、地域による天候や人口構成、産業構

造などの相違性を考慮し、これらの観点から、更なる分析

を進める必要がある。また、野菜の生産量、消費量に影響

する要因を分析することで、生産量、及び消費量の減少に

対する課題を供給体制の面から明らかにしていくことが

必要である。 
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